










































































International development of the electronic store
－Advance of BEST DENKI CO. LTD. in Indonesia－
中村学園大学 流通科学部
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４ 関根 () は､ 日本の家電量販店の海外進出が進まない理由についてプッシュ要因とプル要因から分析を行っ






























売上高営業利益率 (％)   △
  －
店舗数 (店)３  
 
 	 












































 ( !"#) $%$を設立
ヤオハンとの提携で海外１号店のオーチャード店を出店
連結子会社
(昭和) 年月 シンガポール支店を開設し､ 海外におけるフランチャイズ
方式によるチェーン店展開を開始
廃止
(昭和) 年１月 香港支店を開設 撤退
(平成４) 年８月 インドネシアにヤオハンとの提携で出店｡ 年９月､ ヤオ
ハンの撤退とともに撤退
(平成６) 年月 マレーシア支店を開設
(平成７) 年月 インドネシアに地元百貨店との提携で再進出､ ３店舗まで
拡大したが､ (平成) 年２月､ 同国の政情混乱で再
度撤退
撤退
(平成９) 年月 香港に&"!"! '"$(%$を設立 清算結了








(平成) 年月 インドネシアに$  "  を設立 連結子会社
(平成) 年月  ( !"#) $%$がシンガポー
ルに現地法人との合弁会社    ! %
$%$を設立
連結子会社






































おり存在感を増している (図表４)｡ また､ 台
湾､ インドネシア､ マレーシアにおいて海外で
のインターネット通販事業にも着手している｡






	(昭和) 年 シンガポール：オーチャード店 トムソン店 カトン店
	(昭和) 年 ブルネイ：ブルネイ店 香港：サーティン店 チェンモン店
マレーシア：モール店 アメリカ：リトル東京店 ニューヨーク店
	(昭和
) 年 香港：ホンハム店 マレーシア：店
	(平成元) 年 マレーシア：ペナン店 台湾：台中店
	(平成２) 年 マレーシア：コタキナバル店
		(平成３) 年 香港：チェンワン店 シンガポール：店 タイ：バンコク店
	(平成４) 年 香港：ユンロン店 ラムティン店 マカオ店
	
(平成５) 年 シンガポール：高島屋店 タイ：バンケー店
	(平成６) 年 香港：ホーマンティン店
	(平成７) 年 中国：中山店 香港：マンオンシャン店 チャンカンオン店
インドネシア：ジャカルタ店 マレーシア：そごう店





































年 年 年 年 年
テレビ ％ ％ ％ ％ ％
冷蔵庫 ％ ％ ％ ％ ％
洗濯機 ％ 
％ ％ ％ ％
エアコン ％ ％ ％ 
％ ％
電子レンジ 
％ ％ ％ ％ ％




年 年 年 伸長率６ (％) 参考日本
ブラウン管テレビ     －




冷蔵庫     
エアコン 
    
デジタルカメラ     
ノートパソコン     
スマートフォン   
  







品の市場規模は約１兆円 (年) である｡ テ
レビの普及率は８割を超えているが､ 他の家電
製品の普及はこれからである｡ わが国の家電製






























































金は年々､ 高騰している (図表９)｡ 最低賃金
は､ 通常前年の月末に各地域で､ それぞれの










































７ 最低賃金に違反した事業主には禁固刑 (１～４年) と罰金 (１～４億ルピア) の罰則が科せられる｡ また､ たと
えば､ 解雇に際しては労使双方の合意と関連当局の認可が必要である｡ 自己都合退職､ 会社都合による退職､ 定年､
懲戒解雇などのケース別に規定の０～２倍程の退職金､ 慰労金を支払う必要がある｡ また､ 企業規程による長期休
暇の未取得分に対する補償金や採用された地域に帰郷するための当人と家族の旅費を負担する必要がある｡






年 年 年 年 年
未就学 	 	 	 	 	
小学校未修了 !	
 	 	 	 	
小学校卒 	 	! !	 	 	
中学校卒 	 	 	 	 	




高校 (職業科卒) 	 	
 	 	 	






出所：( )**+ (,$-.,/,"0    )｡














































現 地 の 量 販 店 の 	 	や

























































 現地では中型､ 小型であれば､ ブラウン管のテレビであってもバイクに乗せて持ち帰るという｡














































































































取引の対象となり､ 顧客 (個人および組織) の
便益､ 価値､ 満足を創造する活動｣ と定義され
(浅岡)､ 小売における本質的な活動は
｢顧客が商品を選択し､ 購入する場を提供する





活動に加えて､ 品揃え､ 売場レイアウト､ 商品
陳列､ 従業員や各種商材による情報提供､ クレ
ジットカード利用の便宜などの総合的な活動に
尽力する｡ その結果､ 顧客は便益､ 価値､ 満足
を得ることができる｡
また､ 国際展開を行う小売業は､ それぞれの














同様の品揃え､ 接客販売､ 配送､ メンテナンス
と修理などのアフターサービスを行う｡ このこ
とは顧客満足につながると同時に､ メーカーの

































































































































川端基夫 () 『小売業の海外進出と戦略 国
際立地の理論と実態』 新評論.
川端基夫 () 『アジア市場を拓く 小売国際
化の年と市場グローバル化』 新評論.






























































































追記：本稿は､ 引用文献の浅岡 (#) の調査
報告書を研究論文として再構成､ 加筆したもの
である｡
謝辞：本稿作成にあたり､ 株式会社ベスト電器
さまには､ ジャカルタでの店舗視察とインタビュー
調査､ 本社でのインタビュー調査の機会を頂き
ました｡ また､ 貴重な資料をご提供くださいま
した｡ ここに記して､ 心から感謝申し上げます｡
家電量販店の国際展開
～株式会社ベスト電器のインドネシア進出～
――
